
H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 

 

 

 

平成２６年度 当初予算主要事業一覧 
 

 

 

 

 

◆ 重点事業（重点プロジェクト推進のための事業）◆ 

 
  

福島県総合計画の重点プロジェクトを推進する事業（重点事業）のうち主な事業

を掲載します。 

 

 

・  新          ：平成 26 年度新規事業 

・       ：平成 25 年度事業内容を見直し一部新規内容を付加 

・(再掲)：主たるプロジェクト以外に事業を掲載するもの 

※事業費の単位：千円 



H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

１ 人口減少・高齢化対策プロジェクト  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人口の県外流出の抑制、出生数の回復、高齢者の元気で豊かな暮らし、本県活力の向上などの

取組を進める。 

（単位：千円） 

新１ ふくしまから はじめよう。“元気発信”動画コンテスト事業（企画調整部 復興･総合計画課）  ４,０４８  
“福島の元気な姿”を発信し、福島の魅力の回復とにぎわい創出を図るため、復興に関連した映像

作品を県内の“子どもや若者たち”から募集するとともに、優秀作品は「福島県公式チャンネル」等

に掲載し、様々な発信手段を通じて県内外に発信する。 

一新２ 新編「歳時記の郷・奥会津」活性化事業（企画調整部 地域振興課）    １９３,６６９ 
「人が住み、集まる魅力的な奥会津」を目標に、只見川流域町村等が実施する電源地域振興事業を

支援することにより、当該地域の産業の確立、雇用の確保を図る。また、地域おこし協力隊を配置し、

６次化によるブランド開発、奥会津の魅力発信、観光誘客等の分野で奥会津地域の活性化を促進する。

３  市町村復興・地域づくり支援事業（企画調整部 地域振興課）     １１４,１７６ 
“ふくしま復興応援隊”を結成し、地域の実情に応じた住民主体の地域活動を支援することで、

復興を加速化する。 

また、民間団体や行政との連絡調整を行う人材の育成と、地域おこし活動の促進を目的として、

意欲ある人材を県内外から募り、一定期間雇用する仕組みを構築する。 

新４ 空き家・ふるさと復興支援事業（土木部 建築指導課）         １００,３００ 
市町村による空き家の実態調査、被災者の住宅再建や県内への移住のために実施する空き家改修費

等の一部を補助する。 

５  不育症治療費等助成事業（保健福祉部 児童家庭課）            ４,６６０  
不育症に関する治療費等への助成を行い、治療が必要な方の経済的負担の軽減を図る。 

新６ 地域少子化対策強化交付金事業（保健福祉部 子育て支援課）       ７０,１６７ 
結婚、妊娠・出産、子育ての切れ目ない支援を行うため、地域の「世話やき人」の育成、職場で

の従業員の結婚から子育てまで幅広く応援する気運を高めるための研修や啓発活動、乳幼児がいる

家庭が楽しく外出できるような情報提供、産後に育児不安がある母子のケアを行う。さらに、市町

村が独自に実施する少子化対策を支援する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７  ふくしまで幸せつかもうプロジェクト（保健福祉部 子育て支援課）     ６,７５１  
県内の企業団体等への委託により、「出会い応援コーディネーター」を設置し、企業と連携した出

会い推進、イベント実施団体の連携強化、「縁結びサポーター」の養成等を行う。 

８  多子世帯保育料軽減事業（保健福祉部 子育て支援課）          ８７,４７６ 
復興に向けた県の重要施策である日本一子育てしやすい環境づくりを推進するため、市町村が主体

となって実施している保育所の保育について、多子世帯における保育料軽減等、市町村が行う子育て

世帯支援の取組を支援する。 

新９ ふくしまから はじめよう。高齢者社会参加活動支援事業（保健福祉部 高齢福祉課）  １６,５２５  
元気な高齢者に高齢化社会の担い手として活動してもらうとともに高齢者の生きがいづくりを図

るため、介護職員初任者研修の受講に要する経費を助成するとともに、世代間交流活動を促進する。

新 11 地域における女性活躍促進事業（生活環境部 青少年･男女共生課）    ５,７４３  
女性が活躍しやすい環境の整備を進めることは、本県に育った若い世代の流出に歯止めをかける一

助となることから、女性活躍促進に向けた課題と解決策を探るため、県民意識調査を実施するととも

に、参加者自らが課題と解決策を見出し、提案まで取り組むセミナーを実施する。 

新 12 ふくしまから はじめよう。ハンサム起業家育成・支援事業 

（商工労働部 産業創出課）                     ３９,７４２  
女性の仕事と子育ての両立や若者の県内定着を促進するため、豊かな感性を有する女性及び本県の

未来を担っていく若者の起業を支援する。 

10  認知症対策強化重点事業（保健福祉部 高齢福祉課､社会福祉課）      ４７,４４４ 
高齢者が認知症になっても、できるだけ住み慣れた地域で暮らすことのできる社会の実現を目指

すため、医療と介護が連携し、認知症疾患に関する鑑別診断、急性期治療、専門医療相談等を実施

するとともに、保健・医療・介護関係者への研修等を行う認知症疾患医療センターを運営する。 

また、認知症などにより日常生活を営むのに支障がある者に対し、金銭管理などの援助を行う。

(再掲) 復興公営住宅整備促進事業 

（避難地域復興局 生活拠点課、土木部 建築住宅課）       ４５,０２９,４０１ 
原子力災害により、長期避難を余儀なくされている方々の居住の安定を確保するため、県が復興公

営住宅を整備する。 

(再掲) 地域医療復興事業（保健福祉部 地域医療課）            ４,０７８,１８６ 
  

東日本大震災とそれに伴う原子力災害により被災した浜通り地方の医療復興のため、浜通り地方医

療復興計画に基づいて、医療提供体制の再構築を図る。 
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一新(再掲)  ふくしま回帰就職応援事業（商工労働部 雇用労政課）        ２７,６７７  
県内就職を希望する首都圏学生等の F ターンを促進するため、東京窓口での就職相談や合同企業説

明会等を実施する。 

(再掲)  地域医療復興事業（第２次）（保健福祉部 地域医療課）      ３,２０１,６０５  
浜通り地方医療復興計画策定後の状況変化に対応し、復興への取組を加速させるため、浜通り地方

医療復興計画(第 2次)に基づいて、医療提供体制の再構築を図る。 

新(再掲)  成長産業等人材育成事業（商工労働部 産業人材育成課）        １０,４０３  
本県産業の復興に向けて、ふくしまの将来を支える成長産業である再生可能エネルギー及び医療機

器産業を担う人材をテクノアカデミーにおいて育成する。 

新(再掲) ふくしま ICT 産業立地促進事業（商工労働部 企業立地課）      ３１,６００  
ＩＣＴ産業の集積により雇用の創出を図るため、県内に新規立地するＩＣＴ企業に対し事務所賃料

等を補助するとともに、時代のニーズに対応した高度なＩＴ技術者を養成するため、学生を対象とし

た人材育成の取組に対し支援する。 

(再掲)  （ふくしま産業復興企業立地支援事業） 

ふくしま産業復興企業立地補助金（商工労働部 企業立地課）   ６３,３４５,１００ 
企業の生産拡大及び雇用創出を図るため、県内で新増設を行う企業に対し、初期投資費用の一部を

補助する。 

新(再掲)  ふくしまから はじめよう。産総研福島拠点連携技術開発推進事業 

（商工労働部 産業創出課）                     ８６,８８１  
平成 26 年 4 月に開所する産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所と連携した技術開発

支援や人材育成事業を通じて、県内企業の技術高度化等を推進する。 

(再掲)  子どもの医療費助成事業（保健福祉部 児童家庭課）       ４,６０９,７３９  
安心して子どもを生み育てられる環境を整備するため、市町村が行う子ども医療費助成に対して補

助を行う。 

一新(再掲) ふくしま保育元気アップ緊急支援事業（保健福祉部 子育て支援課）９６１,２１３  
東日本大震災の影響により、県内の保育所では、屋外遊びの制限、保護者の健康不安への対応や

児童ごとの個別対応などを行っており、厳しい状況に置かれている。このため、相談支援者育成研

修を行うとともに、各保育所等の子どもの運動量確保や自然触れ合い体験の充実、地域コミュニテ

ィ再生の取組を支援する。 
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 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 23 122,081,963

その他の事業 24 20,187,037

合計 47 142,269,000

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

(再掲)   ふくしまから はじめよう。若者ふるさと再生支援事業（生活環境部 青少年・男女共生課）   ９,４５７  
「ふくしまの復興」をテーマに高校生ワークショップを開催し、高校生が復興に向けた取組のアイ

デアを話し合い自ら実践することで、若者自身の自立性や社会参画の意識を高めるとともに、若者が

中心となった本県復興の加速化を図る。 
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２（１） 環境回復プロジェクト  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県民のふるさとへの一刻も早い帰還や安心して生活できる環境の確保に向け、放射性物質に汚
染された生活圏、農地、森林などの徹底した除染及び汚染廃棄物の円滑な処理により、美しく豊か
な県土が回復するための取組を進める。 

また、流通・消費における安全を確保し、県内で生産された食品が安心して消費されるようにする
ため、農産物など食品の検査体制強化及び安全・安心に関する情報提供などの取組を進める。 

３  ふくしまから はじめよう。消費者風評対策事業（生活環境部 消費生活課）   １６３,６６２
  

食と放射能に関して、県内外の消費者が不正確な情報や思い込みに惑わされることなく、自らの判
断で正しく食品の選択ができるよう、県内の農林水産業関係者の取組を広く紹介するとともに、消費
者と生産者との理解交流を図るなど風評被害の払拭に資する取組を実施・支援する。 

２  食の安全・安心推進事業（生活環境部 消費生活課）           ８０,３０４  
東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故により、食の安全への関心が高まってい

ることから、放射能や食の安全性をテーマとしたリスクコミュニケーションに関する取組を実施し、
消費者の理解を深める。 

１  自家消費野菜等放射能検査事業（生活環境部 消費生活課）      １,５６５,７６０  
原子力発電施設事故により食品等の安全・安心の確保に対する消費者の関心がより一層高まってい

ることから、消費者の身近な場所で自家消費野菜等の放射能検査を行う。 

新５ 森林除染技術開発事業（農林水産部 森林計画課）            １００,０００  
これまでの森林除染実証事業などの知見等を踏まえた工法を組み合わせ、面的に実施することで放

射性物質の動態変化にも対応した新たな除染技術の確立を図る。 

３  市町村除染対策支援事業（生活環境部 除染対策課）        ２０２,７４３,８１２ 
県土の除染を迅速に進めていくため、市町村が策定する除染実施計画による除染の実施を総合的に

支援するとともに、除染実施区域外における市町村の局所的除染や町内会等と市町村の協働による線
量低減活動を支援する。 

２  除染対策推進事業（生活環境部 除染対策課）            １０,２２０,９８９  
県土の除染を迅速に進めていくため、市町村の策定する除染実施計画に基づき、県管理施設等の除

染を実施する。 

新１ 野生動物環境被害対策推進事業（生活環境部 自然保護課）       ４１,３７８  
生態系における環境の回復を図るため、放射性物質の濃度が高いと推定される野生動物の捕獲・除去を行う。

（単位：千円） 

②食品の安全確保 

①除染の推進 

４  緊急時・広域環境放射能監視事業（生活環境部 放射線監視室）    １,９０９,６６５  
福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の拡散に対する環境監視を行うとともに、測定結果

を広く公表する。 
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 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 15 233,658,603

その他の事業 19 11,808,083

合計 34 245,466,686

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

２  原子力災害対策ｾﾝﾀｰ整備事業（生活環境部 原子力安全対策課）    １,９８６,３９９  
福島県原子力災害対策センター（大熊町）は、使用が困難な状況にあるため、放射線防護、通信回

線の強化、機能スペースの確保対策等を講じた新たな拠点施設の整備を行う。 

１  原子力安全監視対策・防災体制整備事業（生活環境部 原子力安全対策課）    １０２,７３９ 
福島第一原子力発電所の安全確保のため、専門家や住民参画による監視体制により、廃炉に向けた

取組みを確認する。 

一新１ 環境創造ｾﾝﾀｰ整備事業（生活環境部 環境創造ｾﾝﾀｰ整備推進室）     ４,５００,５９３ 
除染技術の研究開発、きめ細かなモニタリング、子どもたちへの環境教育等を行う環境創造センタ

ーの建設工事や分析機器の整備を行う。 
また、運営戦略会議等を開催し、中長期取組方針を策定するとともに、ＩＡＥＡとの調査研究事業

に関する調整、企画立案等を行う。 

２  ＩＡＥＡとの協力プロジェクト 

（生活環境部 自然保護課､放射線監視室､水･大気環境課､除染対策課､一般廃棄物課） １２６,６０８ 
県とＩＡＥＡとの協力プロジェクトとして、以下の事業を実施する。 
・ 野生動物における放射性核種の動態調査 
・ ＧＰＳ歩行サーベイによる環境マッピング技術の開発 
・ 河川・湖沼における放射性核種の動態調査 
・ 河川・湖沼等の除染技術検討事業 
・ 一般廃棄物焼却施設における放射性物質を含む廃棄物の適正処理推進検討事業

3  下水汚泥放射能対策事業（土木部 下水道課）                ６,７７９,２６６  
原発事故により放射性物質に汚染された下水汚泥の外部搬出が滞っているため、下水処理場内での

適切な保管や減容化処理を実施するとともに、外部搬出先の確保に取り組む。 

2  農業系汚染廃棄物処理事業（農林水産部 環境保全農業課）      ２,１０１,６８４  
放射性物質に汚染された農業系廃棄物の処理を促進するため、市町村等が行う一時保管や運搬など

の取組を支援する。 

１  災害廃棄物処理基金事業（生活環境部 一般廃棄物課）         １,２３５,７４４  
東日本大震災における被災地域の迅速な復興のため、災害廃棄物の処理を行う市町村等に対してそ

の経費の一部を補助する。 

④拠点の整備 

③廃棄物等の処理 

※環境回復の前提となる廃炉に向けた安全監視 
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２（２）生活再建支援プロジェクト  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全県民が将来の生活設計を描くことができ、生活再建を進めることができるようにするため、早期

に帰還する避難者、長期避難者など被災者それぞれのおかれた状況に応じた、よりきめ細かな支

援を行う取組を進める。 

（単位：千円） 

①県内避難者支援 

１  原子力賠償被害者支援事業（生活環境部 原子力損害対策課）      １２,２９５  
原子力発電所事故による損害を受けている個人、個人事業主及び法人を対象として、円滑な賠償請

求・支払いが行われるよう、巡回法律相談をはじめとする支援を実施する。 

４  緊急雇用創出事業（商工労働部 雇用労政課）           １８,３８７,３６０ 
多様な雇用機会の創出により、求職者の生活再建を支援するとともに、本県産業の復興を図る。

・地域雇用再生･創出モデル事業 

・震災対応等事業 

（・ふくしま産業復興雇用支援事業）…中小企業等復興プロジェクトに計上 

５  ふくしま就職応援ｾﾝﾀｰ運営事業【緊急雇用創出事業】（商工労働部 雇用労政課） １３７,１０５  
緊急雇用創出事業を活用し、被災者等が自立した生活を取り戻すことを支援するため、県内5か所に窓

口を設置するとともに、県内外の仮設住宅等を巡回し、きめ細かな就職相談や職業紹介を実施する。 

６  ふるさと福島 F ターン就職支援事業（商工労働部 雇用労政課）     １５,１６１ 
被災求職者等の県内就職を促進するため、福島市に相談窓口を設置し、きめ細かな就職相談や職業

紹介を実施する。 

２  地域コミュニティ復興支援事業（保健福祉部 社会福祉課）      １,０６４,５３２ 
東日本大震災の被災地及び被災地から被災者を受け入れている市町村域又は広域において、面的な

支援を行うことにより地域コミュニティの再構築を図る。 

３  高齢者見守り等ネットワークづくり支援事業（保健福祉部 高齢福祉課）   １,０５１,７６０ 
東日本大震災により被災し、仮設住宅等の生活を余儀なくされている被災高齢者等の生活支援を行う。

また、高齢者等が住み慣れた地域で安心した生活が送れるよう、自治体や地域住民、地域の各種団

体等の連携による日常的な地域の支え合い活動を支援する。 

７  避難農業者一時就農等支援事業（農林水産部 農業担い手課）      ３８,９００  
原発事故等により避難している農業者がふるさとに戻るまでの間、県内外の避難先での一時的な営

農再開を支援する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新８ 道路施設整備関連調査事業（再生・復興） 

（土木部 道路整備課、避難地域復興局 避難地域復興課）        １０,０００ 
飯舘村は、震災からの復興、帰村に向けて、雇用と産業・交流拠点施設「までい館(仮称)」整備

の検討を進めている。 

避難住民や復興事業従事者などの道路利用者の安全・安心を確保するため、「までい館（仮称）」

整備計画に併せて、休憩施設整備の調査設計を行う。 

９  応急仮設住宅維持管理事業（土木部 建築住宅課）          ８９８,４８３  
応急仮設住宅に入居している被災者の居住環境を維持するため、応急仮設住宅維持管理センターを

設置し仮設住宅の補修を行う。また、管理する市町村へ集会場の光熱水費などの維持管理経費を補助

する。 

10  住宅復興資金（二重ローン）利子補給事業（土木部 建築指導課）    １２０,０１０  
震災発生時に既に住宅資金債務があり、震災により新たに住宅建設・補修等の資金を借り入れるこ

ととなった被災者に対し、残債務の利子を補助する。 

11  災害救助法による救助（土木部 建築住宅課､建築指導課）      ２３,６１３,４８２ 
東日本大震災の被災者に対し、災害救助法の規程に基づき被災者の保護を図るため、応急仮設住宅

の供与と民間借上げ住宅の家賃支払い等を行う。 

12  被災地、被災者の安全・安心確保事業（警察本部 生活安全企画課）     ３,０１９ 
被災者の帰還に向けて被災地域の治安維持対策を強化するとともに、仮設住宅等を始め、新たに建

築が予定されている復興公営住宅入居者の地域コミュニティの再構築(特に高齢者の孤立化防止対

策)を図るとともに、被災者による防犯ボランティア活動の支援を行う。 

(再掲)  災害救助法による救助（生活環境部 避難者支援課）      １０,４２７,３７９  
災害救助法に基づき、市町村及び各都道府県と協力して民間賃貸住宅や公営住宅等の応急仮設住宅

の供与等の救助を実施する。 

新(再掲) 復興まちづくり加速支援事業（商工労働部 商業まちづくり課）    ６６,１６１  
復興まちづくりを加速させるため、避難解除等区域における商業機能の確保等を支援するととも

に、その他の被災地域における地域商業の復興・再生に向けた取組に対し支援する。 

新(再掲) 被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業（保健福祉部 子育て支援課） １６５,４１７  
避難の長期化等に伴う新たな課題に対応するため、仮設住宅に住んでいる子どもが安心して過ごす

ことができる環境づくり、子育て世帯に対して心身の健康に関する相談・支援を行う新たな訪問事業

を行う。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②県外避難者支援 

１  災害救助法による救助（生活環境部 避難者支援課）       １０,４２７,３７９ 
災害救助法に基づき、市町村及び各都道府県と協力して民間賃貸住宅や公営住宅等の応急仮設住宅

の供与等の救助を実施する。 

③長期避難者等の生活拠点の整備 

１  被災市町村に対する人的支援事業（総務部 市町村行政課）        ８,６７７  
震災や原子力災害等の一連の災害により、被災市町村においては著しく業務量が増加したことに伴

いマンパワー不足が続いており、復旧・復興に携わる職員の確保が急務であることから、被災市町村

に対する人的支援を実施する。 

２  ふるさとふくしま帰還支援事業 

（生活環境部 避難者支援課､原子力安全対策課）           ４７１,８９９ 
東日本大震災により県外に避難した県民に対して、本県に帰還するまでの間、避難先での生活安定化を図り、

最終的に本県への帰還につなげるため、各種情報提供や支援団体への補助等を実施する。 

また、リアルタイムでふるさとの状況を確認できるウェブカメラの維持管理費を市町村に対して補助する。

２  復興公営住宅整備促進事業 

（避難地域復興局 生活拠点課、土木部 建築住宅課）        ４５,０２９,４０１ 
原子力災害により、長期避難を余儀なくされている方々の居住の安定を確保するため、県が復興公

営住宅を整備する。 

３  復興公営住宅入居支援事業（土木部 建築住宅課）           ６１,３３３  
復興公営住宅の入居対象者である居住制限者は、全国に約 3万世帯避難しており、膨大な数の問合

せへの対応及び募集・選定業務を円滑かつ適正に執行するため委託業務を行う。 

(再掲) ふるさとの絆電子回覧板事業（知事直轄 広報課）           ５９,７０４  
原発避難者特例法に基づく指定市町村から県内外に避難した人たちに、通信機能の付いたデジタル

フォトフレームやタブレット端末を配布し、行政情報（市町村、県）やふるさとの情報などをリアル

タイムで配信し、避難者とふるさととの絆を維持する。 

④当面ふるさとへ戻らない人への支援 

(再掲) 災害救助法による救助（生活環境部 避難者支援課）         １０,４２７,３７９  
災害救助法に基づき、市町村及び各都道府県と協力して民間賃貸住宅や公営住宅等の応急仮設住宅

の供与等の救助を実施する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 22 122,496,836

その他の事業 26 21,812,051

合計 48 144,308,887

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（３）県民の心身の健康を守るプロジェクト  

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全国にも誇れるような健康長寿県となるため、これまで以上に県民の心身の健康の保持・増進を

図るなどの取組を進める。 

（単位：千円） 

①県民の健康の保持・増進 

１  児童福祉施設等給食体制整備事業（保健福祉部 子育て支援課）    ４８７,９０４  
児童福祉施設等の給食用食材に対する保護者等の不安を軽減し、給食に関してより一層の安全・安

心を確保するため、児童福祉施設等の給食の検査体制の整備を図る。 

一新 2 被災者健康サポート事業（保健福祉部 健康増進課）         ５００,０００  
被災者の健康状態の悪化の予防及び健康不安の解消を図るため、仮設住宅や借り上げ住宅の入居者

等に対する健康支援活動を実施する。 

一新３ ふくしまから はじめよう。検診からはじまる健康安心復興事業（保健福祉部 健康増進課） １００,３４９  
がん検診等受診率向上のため、受診率向上に関する取組を実施する市町村を支援するとともに、県

民の意識の高揚につなげるため、啓発イベント等を開催することにより、全国に誇れる健康長寿県を

目指す。 

一新４ ふくしまの食で元気になろう食育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（保健福祉部 健康増進課）    １,５６１ 
福島県のおいしい食材で、震災に負けない健康な体をつくることをめざして、産学官連携を活用し

ながら地域住民の食育推進活動の活性化を図る。 

５  県民健康調査事業（保健福祉部 県民健康管理課）          ６,２６６,８２６ 
東日本大震災による原子力災害に伴い、県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治

療につなげ、将来にわたる県民の健康の維持、増進を図ることを目的に全県民を対象に県民健康調査

等を行う。 

６  県民健康調査支援事業（保健福祉部 県民健康管理課）       １,５７３,４４３  
個人線量計等の整備や放射線の理解促進事業を行う市町村を支援し、住民自らが放射線量を確認す

ることで、自身の積極的な健康管理につなげる。 

11



H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②地域医療等の再構築 

一新１ ふくしまから はじめよう。福祉人材確保推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（保健福祉部 社会福祉課） ２２６,９８５ 
東日本大震災及び原子力発電所の事故により流出した福祉・介護人材の確保を図るため、職場内研

修の強化、事業者の求人活動支援、潜在的有資格者の再就職支援など、福祉・介護人材の育成・確保・

定着につながる事業を実施する。 

７  学校給食検査体制支援事業（教育庁 健康教育課）          １４６,２０８  
学校給食の食材に対する保護者の不安を軽減するとともに、学校給食の一層の安心･安全を確保す

るため、市町村が実施する学校給食用食材の放射性物質検査を支援するとともに、県立学校の学校給

食用食材の検査を継続する。 

２  地域医療再生基金事業（三次医療圏）（保健福祉部 地域医療課）   １,５１０,９０７ 
震災からの復旧と地域医療の再生を図るため、地域医療再生計画（三次医療圏）に基づく救急医療

機関の機能強化事業などを行う。 

３  ふくしま医療人材確保事業（保健福祉部 地域医療課）        ６４０,６２４  
県内の医療提供体制の回復及び復興に繋げるため、医療機関が行う医療人材の確保等を支援する。

４  地域医療復興事業（保健福祉部 地域医療課）           ４,０７８,１８６  
東日本大震災とそれに伴う原子力災害により被災した浜通り地方の医療復興のため、浜通り地方医

療復興計画に基づいて、医療提供体制の再構築を図る。 

５  地域医療復興事業（第２次）（保健福祉部 地域医療課）      ３,２０１,６０５  
浜通り地方医療復興計画策定後の状況変化に対応し復興への取組を加速させるため、浜通り地方医

療復興計画(第 2 次)に基づいて、医療提供体制の再構築を図る。 

６  看護職員離職防止・復職支援事業（保健福祉部 感染・看護室）     ６５,０２７  
看護職員の離職防止や復職を支援するため、看護職員の定着に向けた職場の環境づくりや再就業等

を支援する。 
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③最先端医療提供体制の整備 

１  ふくしま国際医療科学ｾﾝﾀｰ整備事業（保健福祉部 地域医療課）    ９,２６８,５２６ 
将来にわたる県民の健康維持・増進に資するため、県民健康調査や放射線健康障害の早期発見・最

先端治療等の拠点整備を推進する。 

④被災者等の心のケア 

４  （ピュアハートサポートプロジェクト）いじめ・教育相談事業 

（教育庁 義務教育課､高校教育課）                 ６２５,０１２ 
児童生徒の問題行動の多様化・深刻化に加え、大震災に伴い心のケアを要する児童生徒が増加し

ていることから、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を派遣・配置する。併せ

て、学校教育相談員による電話相談(ダイヤルＳＯＳ）等を設置し、問題行動の未然防止と早期解決

を図る。 

２  放射線医学研究開発事業（保健福祉部 地域医療課）         ３５４,０７５  
将来にわたる県民の健康維持・増進に資するため、放射性物質の生態系を通じた人体への影響調査

や被ばく線量モニターの開発を支援する。 

１  子どもの心のケア事業（保健福祉部 児童家庭課）          １３１,０００ 
「子ども支援センター」を活用し、震災により様々なストレスを受けた子どもたちやその保護者

等への支援を行う。 

また、児童相談所及び保健福祉事務所の専門的相談・支援体制を強化し、市町村等と連携しなが

ら被災児童等の長期的・継続的な支援を行う。 

さらに、子どもの心のケア事業を強化するため、支援団体のネットワーク化を図る。 

新２ ひきこもり対策推進事業（保健福祉部 障がい福祉課）         １０,０００ 
ひきこもり状態にある本人やその家族が、地域においてまずどこに相談するか、その相談先を明確

にし、支援に結びやすくすることを目的として「ひきこもり支援センター」を設置する。 

３  被災者の心のケア事業（保健福祉部 障がい福祉課）         ５３８,４８９  
東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故により高いストレス状態にある県民及びそ

の支援者に対する心のケアの拠点として、心のケアセンターを県内に 6 ヶ所設置し、訪問活動や支援

者への研修会等を実施する。また、県外に避難している方に対する心のケアも実施する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 

 

 

 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 19 29,726,727

その他の事業 18 6,300,820

合計 37 36,027,547

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（４）未来を担う子ども・若者育成プロジェクト  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子どもや親たちが安心して生活ができ、子育てがしたいと思えるような環境を整備するなど、子ど

もたちが心豊かにたくましく育つことができる取組を進める。 

（単位：千円） 

①日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境づくり 

新１ 私立幼稚園心と体いきいき事業（総務部 私学・法人課）       ４３，５００  
園児の体力向上や肥満防止等を目的としたプログラムを計画的に実践する私立幼稚園に対し、その

経費を助成する。 

２  子どもの医療費助成事業（保健福祉部 児童家庭課）        ４,６０９,７３９ 
安心して子どもを生み育てられる環境を整備するため、市町村が行う子ども医療費助成に対して補

助を行う。 

一新４ ふくしまから はじめよう。豊かな遊び創造事業（保健福祉部 子育て支援課）   ４１７,９２１ 
身近なところでの屋内遊び場整備を支援するとともに、子どもが野外空間で創造的な遊びを行うこ

とができる冒険ひろば実施団体を支援し、併せて子ども・子育て支援関係者の研修を行うことにより、

子どもの健やかな発育や体力向上に寄与する。 

一新５ 子ども・子育て支援制度移行推進事業（保健福祉部 子育て支援課）  １８７,３５９ 
幼保一体化の推進、保育の量的拡大や幼児教育・保育の質的向上等を図る「子ども・子育て支援新

制度」の本格施行が平成 27 年度に予定されていることを踏まえ、スムーズな移行ができるように市

町村や各児童関連施設等を支援する。 

一新６ ふくしま保育元気アップ緊急支援事業（保健福祉部 子育て支援課）  ９６１,２１３ 
東日本大震災の影響により、県内の保育所では、屋外遊びの制限、保護者の健康不安への対応や児

童ごとの個別対応などを行っており、厳しい状況に置かれている。このため、相談支援者育成研修を

行うとともに、各保育所等の子どもの運動量確保や自然触れ合い体験の充実、地域コミュニティ再生

の取組を支援する。 

新７ ふくしまから はじめよう。元気なふくしまっ子食環境整備事業 

（保健福祉部 健康増進課、農林水産部 環境保全農業課、教育庁 健康教育課）  ２９,９６５ 
食育の観点から、東日本大震災後の子どもたちの新たな健康課題に対応するため、家庭・学校・地

域が一体となった食育推進体系を再構築し、「元気なふくしまっ子」が育つ食環境整備を進める。 

新３ 被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業（保健福祉部 子育て支援課）  １６５,４１７  
避難の長期化等に伴う新たな課題に対応するため、仮設住宅に住んでいる子どもが安心して過ごす

ことができる環境づくり、子育て世帯に対して心身の健康に関する相談・支援を行う新たな訪問事業

を行う。 
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②生き抜く力を育む人づくり 

新１ ふくしまから 世界へ！「ふくしま夢アスリート」育成支援事業（文化スポーツ局 スポーツ課） ２４,９４９ 
将来の活躍が期待される 15 歳から 20 歳の青少年を「ふくしま夢アスリート」として指定し、ＪＯ

Ｃや中央競技団体等の強化練習会などへの参加支援や指導者のスキルを国際的レベルにまで引き上

げることにより、世界に通用する選手を育成する。 

新８ 地域でつながる家庭教育応援事業（教育庁 社会教育課）         ６,１０７ 
「親の学び」を支援するために、ＰＴＡと連携し、親自身が学ぶ機会が充実するよう支援する。ま

た、学習プログラムを作成し、家庭教育支援者をリードする人材を育成するとともに、企業と連携し

て地域の家庭教育推進を働きかける。 

新９ 子どもの本がつなぐスマイルプロジェクト（教育庁 社会教育課）     １,９３９ 
震災で被災して心が傷ついている子どもたちや親たちに、本とのふれあいを通して心を癒やしても

らうため、読み聞かせなどを行うフェスティバルを開催する。また、読書ボランティアの活動も推進

しながら、本を通じて子どもたちや親たちの心の復興を図る。 

一新 10 ふくしまっ子自然体験・交流活動支援事業（教育庁 社会教育課）  １,００８,９４５ 
震災の経験を踏まえ、再発見した郷土の良さを伝え合い発信していくような交流活動を行うととも

に、充実した自然体験活動を行う機会を提供し、豊かな人間性と生きる力の育成を図る。 

新３ 土砂災害防災教育事業（土木部 砂防課）                ３,０００  
土砂災害による人的被害の軽減と防災意識の高い人材の育成を図る目的で実施してきた出前講座

の効果を高めるため、土砂災害の現象と対策の模型を製作し、活用する。 

新４ ふくしまから はじめよう。子ども未来創造まちづくり事業（土木部 まちづくり推進課）  １４,２００  
高校生等が地域に愛着を持ち、将来にわたり継続的に本県復興の担い手になることを目的とし、地

域の宝の発見やまちづくりについて考えるワークショップやフォーラムを実施する。 

新５ 子どもの夢をはぐくむ読書活動推進事業（教育庁 社会教育課）      ４,１３８ 
各地域で活躍できる子どもの読書活動に関わるボランティアの育成や、専門的な研修による経験者

のスキルアップを行う。また、第３次の福島県子ども読書活動推進計画作成のための作成委員会を立

ち上げ、新たな読書推進に向けた検討を行う。 

２  ふくしまから はじめよう。若者ふるさと再生支援事業（生活環境部 青少年・男女共生課）     ９,４５７ 
「ふくしまの復興」をテーマに高校生ワークショップを開催し、高校生が復興に向けた取組のアイ

デアを話し合い自ら実践することで、若者自身の自立性や社会参画の意識を高めるとともに、若者が

中心となった本県復興の加速化を図る。 
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③ふくしまの将来の産業を担う人づくり 

１  キャリア教育推進事業（教育庁 高校教育課､特別教育支援課）      １５,５２８  
地域に定着し、地域産業を担う人づくりを推進するため、農業高等学校、工業高等学校、商業高等

学校及び特別支援学校において、地域の人材や関係機関と連携しながら地域に根ざした実践的学習の

充実を図るとともに、地元の小・中学校と連携したキャリア教育を展開する。 

新６ 学校・家庭・地域連携サポート事業（教育庁 社会教育課）          942 
「学校支援実践研修会」及び「コーディネーター養成研修会」を実施し、学校、家庭、地域が連携

協力した地域全体で子どもを育む体制づくりと、震災後の環境の変化に対応した支援を行い、教育環

境の復興に資する。 

新７ ふくしまから はじめよう。学力向上のための「つなぐ教育」推進事業（教育庁 義務教育課）１２,６９８ 
児童生徒の学力向上及び学習習慣、生活習慣の確立を図るため、県内７地域において、自校の課題を明

確にして、学校と学校及び学校と地域や保護者との結びつきを強め、連携を図った取組を推進する。 

一新８ 「生き抜く力」を育む防災教育推進事業（教育庁 義務教育課）      ４,８６９ 
児童生徒が自然環境、災害や防災について正しい知識を身に付け、災害発生時における危険を理解

するとともに、状況に応じた的確な判断力の育成や、災害発生時及び事後に地域の安全に役立とうと

する態度及び能力を育成する。 

新９ 双葉郡中高一貫校設置事業（教育庁 高校教育課）            ４,２０２  
広野町に設置する予定の中高一貫校の開設に向け、いわき市内に開設準備の現地事務室を設置する。

新 10  ふくしま高校生進路実現サポート事業（教育庁 高校教育課）     ２５,１８３  
高等学校の進路指導の取組を推進・支援することにより、生徒の学力向上を図り将来への展望を抱かせ

るとともに、地域に貢献できる人材や社会においてリーダーシップを発揮できる人材を育成する。 

11  高校・大学等奨学資金貸付事業（教育庁 高校教育課）        ６６２,０２２  
能力があるにもかかわらず、経済的理由により修学困難と認められる高校・大学等に在学する者に

対して奨学資金の貸与を行う。 

また、大学等へ入学予定の者に対して入学一時金の貸与を行う。 

新 12 平成 29 年度南東北インターハイ開催事業（教育庁 健康教育課）   ４３,２２２  
平成29年度に南東北3県で開催されるインターハイに向けて、戦略的に本県選手の強化等を行うとと

もに、県外から強豪校等を招聘し地元高校生との交流等を通して福島県の復興を県内外にＰＲする。 

新(再掲) 成長産業等人材育成事業（商工労働部 産業人材育成課）        １０,４０３  
本県産業の復興に向けて、ふくしまの将来を支える成長産業である再生可能エネルギー及び医療機

器産業を担う人材をテクノアカデミーにおいて育成する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 

 

 

 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 24 8,266,918

その他の事業 51 23,351,782

合計 75 31,618,700

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（５）農林水産業再生プロジェクト  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費者への魅力にあふれ、安全・安心な農林水産物の提供を通して生産者が誇りを持ち、本県

の農林水産業の持つ力が最大限に発揮されるための取組を進める。 

（単位：千円） 

①安全・安心を提供する取組 

新１ ふくしまから はじめよう。「食」と「ふるさと」新生運動推進事業 

（農林水産部 農林企画課）                     １８,２４０  
本県農林水産業の復興・再生を加速させるため、生産から流通・消費に至る様々な立場の人々が一

体となり、その思いと力を一つにして取り組む運動を展開する。 

②農業の再生 

新１ ふくしまから はじめよう。農業担い手経営革新支援事業（農林水産部 農業担い手課）  １７２,１３４ 
本県農業の力強い再生を成し遂げるため、先進的な技術と経営能力を有し、他産業を超える所得を

確保できるプロフェッショナル経営体を目指す農業者等の取組を支援する。 

２  ふくしまの恵み安全・安心推進事業（農林水産部 環境保全農業課）  ７０８,９９０  
本県農林水産物の安全性確保と消費者の信頼回復を図るため、産地が主体となって行う農林水産物

の放射性物質検査など安全確保強化の取組を支援するとともに、農産物安全管理システムなどによる

消費段階での県産農産物等の安全性の可視化のための活動を推進する。 

３  ふくしまから はじめよう。農林水産物販売力強化事業（農林水産部 農産物流通課） １,７９８,０３９  
本県農林水産業の復興を図るため、消費者や流通関係者等の信頼回復に向けた効果的かつ戦略的な

プロモーション及びリスクコミュニケーションを積極的に展開する。 

４  米の全量全袋検査推進事業（農林水産部 水田畑作課）       ６,６２０,０００ 
米の全量全袋検査を確実に実施するため、追加的費用に相当する資金繰りを支援すべく、貸付を実

施する。 

新２ 農地利用集積対策事業（農林水産部 農業担い手課）         ５１４,４０１ 
担い手への農地集積と集約化を行う県農地中間管理機構（仮称）を整備し、機構が事業を行うため

に必要な経費を助成する。また、機構を活用して農地集積を行った者に対して協力金等を交付し、農

地の利用集積を促進する。 

３  地域農業・担い手復興対策事業（農林水産部 農業担い手課）       ８２,６３０  
震災により甚大な影響を受けた本県農業の復興を進めるため、震災以降停滞している農業法人や生

産組織、農村女性組織の活性化と若い人材の確保を図る。 
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③森林林業の再生 

１  森林整備加速化・林業再生基金事業（農林水産部 森林計画課）   １,０７５,９３９ 
国産材の供給体制の整備を図るため、間伐、路網整備や地域木材・木質バイオマスの利用推進を図

る事業等を実施する。 

４  被災農家経営再開支援事業（農林水産部 農業担い手課）       ２８３,３４０  
地域農業の再生と早期の経営再開を図るため、被災地域において経営再開に向けた復旧作業を共同

で行う農業者を支援する。 

５  地域産業６次化復興ファンド出捐金（農林水産部 農産物流通課）    ４６,３００  
本県農林水産業の復興を目指し、農林漁業者の所得の向上と地域産業６次化を推進するため、平成

25 年度に設立した「ふくしま地域産業６次化復興ファンド」運営のために必要な資金を出捐する。

６  園芸産地復興支援対策事業（農林水産部 園芸課）          １００,０００  
津波、原子力事故等により甚大な被害を受けた地域等の生産基盤の復旧と新たな産地形成に向けた

営農再開、品目転換等を支援する。 

７  東日本大震災農業生産対策事業（農林水産部 園芸課）        ４０８,９５７  
震災等からの農業の早期復旧を図るため、被害を受けた農業用施設・機械の復旧や生産資材の購入

等の取組を支援する。 

新８ 東日本大震災畜産振興対策事業（農林水産部 畜産課）       ２,１７０,０８２ 
震災等からの早期復旧・復興を図るため、生産力回復に資する施設整備や家畜導入等、自給飼料生

産組織の高度化及び牧草地再生利用を図る取組を支援する。 

新９ 多面的機能支払事業（農林水産部 農村振興課）           ６２３,５７６  
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のため、地域内の農業者等が共同で取り組む地域活動

を支援する。 

10  耕地災害復旧事業（農林水産部 農業基盤整備課）         ６,０３２,２６９  
被災した農地・農業用施設について、復旧事業を実施する。 

新２ 広葉樹林再生事業（農林水産部 森林整備課）             ３９,１５０  
放射性物質の影響が比較的小さい地域で、きのこ原木林の再生と将来における原木の安定供給を確

実にするため、広葉樹林の更新を図る。 
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④水産業の再生 

一新１ ふくしまから はじめよう。漁業再開ステップアップ事業（農林水産部 水産課）  ５８,６００  
試験操業の促進と早期の漁業再開を図るため、放射性物質の自主検査体制の構築と新たな漁法に転

換する際に必要な漁具・漁労機材の整備などの取組を支援する。 

⑤区域見直しに伴う対応 

３  ふくしま森林再生事業（農林水産部 森林整備課）         ４,１５６,７５５ 
原発事故の影響から森林整備が停滞し森林の荒廃が懸念されるため、公的主体による森林整備と放

射性物質対策を一体的に推進し、森林の再生を図る。 

４  森と住まいのエコポイント事業（土木部 建築指導課）         ２５,０００  
県産木材を使用して住宅の新築・増改築・購入をした建築主に対して、県産の農林水産品等と交換

可能なポイントを交付する。 

１  福島県営農再開支援事業（農林水産部 農林企画課）        ５,０７９,２６５ 
避難地域等における営農再開に向けた環境を整えるため、営農再開を目的として行う一連の取組

を、農地の除染や住民帰還の進捗に応じて切れ目なく支援する。 

２  経営構造改善事業（農林水産部 水産課）             １,１７３,２４８  
水産業の早期復旧を図るため、水産業共同利用施設の機器及び施設の整備を支援する。 

３  漁場復旧対策支援事業（農林水産部 水産課）           １,５５０,８９０ 
漁場の機能を再生・回復させるため、海底に堆積した壊れた建物等の分布状況調査等の実施や、漁

業団体が壊れた建物等を回収する取組を支援する。 

４  共同利用漁船等復旧支援対策事業（農林水産部 水産課）       ８４９,８０７  
早急に漁業生産活動の再開を図るため、漁業協同組合等が行う組合員の共同利用に供する漁船の建

造等を支援する。 

５  水産種苗研究・生産施設復旧事業（農林水産部 水産課）       ２６１,２０５  
栽培漁業の再開・再構築を図るため、被災した水産種苗研究・生産施設を復旧する。 

新２ 農業再生研究拠点整備事業（農林水産部 農林地再生対策室）     ６４６,７３０  
避難地域等の営農再開・農業再生を図るため、現地において調査研究を行う拠点「（仮称）浜地域

農業再生研究センター」を整備する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 25 34,495,547

その他の事業 42 30,060,343

合計 67 64,555,890

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（６）中小企業等復興プロジェクト  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域経済の担い手である中小企業等が活力に満ち、新たな雇用の場と収入が確保され、本県経

済が力強く発展するよう取組を進める。 

（単位：千円） 

①県内中小企業等の振興 

新１ 中小企業国際化支援事業（商工労働部 商工総務課）           ８,６５３  
本県企業の海外展開支援のため、ＭＥＴＡＬＥＸ（タイ・バンコク）、日中ものづくり商談会（中

国・上海）への県の出展により、県内中小企業の取引拡大を支援する。 

新２ 避難地域商工会等機能強化支援事業（商工労働部 経営金融課）     ５７,２３０  
被災中小企業等の事業再開・継続を推進し、地域経済の持続的発展と、商工会の地元帰還を促進するた

め、避難地域にある商工会等の機能を回復・強化する支援をハード・ソフト両面から行う。 

新３ 福島県企業間連携事業（商工労働部 経営金融課）           １７,９９３  
原子力災害による避難事業者の経営課題の解決に向け、身近な支援拠点を設け、取引関係の構築や

技術支援等幅広い経営支援に加え、高齢化が進む県内中小企業の円滑な事業承継への支援を行い、本
県産業の活力を維持する。 

４  ふくしま復興特別資金（商工労働部 経営金融課）        ４２,８７０,０００  
東日本大震災により事業活動に影響を受けている中小企業者の資金繰りを支援するため「ふくしま

復興特別資金」について、十分な融資枠を確保し、支援を継続する。 

一新５ ふくしま回帰就職応援事業（商工労働部 雇用労政課）         ２７,６７７  
県内就職を希望する首都圏学生等のＦターンを促進するため、東京窓口での就職相談や合同企業説

明会等を実施する。 

新６ ふくしま産業競争力強化支援事業（商工労働部 企業立地課）       ４,２８９  
生産性向上や在庫削減など現場改善により、県内中小企業等の収益力向上や競争力強化を図るため

専門家による指導を行う。 

７  中小企業等復旧・復興支援事業（商工労働部 企業立地課）     １,０１８,９７５  
東日本大震災により被害を受けた中小企業等の復旧・復興を支援するため、建物の借り上げや修繕

などに対して経費の一部を補助する。 

新８ 福島の未来を担う開発型企業育成支援事業（商工労働部 産業創出課）  ９３,８５６  
県内のものづくり企業が、下請型企業から開発型企業へ転換を図るため、ハイテクプラザによる巡回支援や技

術相談のための機器整備を行うことで、県内企業の受注回復、成長産業への進出を後押しする。 

新９ 地域産業復興支援事業（商工労働部 産業創出課）           １７,９４０  
震災、原子力発電所事故の影響により、受注が減少した中小企業に対して新商品の開発支援や販路

開拓の支援等を行い、受注回復、取引拡大に向けた取組を加速させる。 

10  中小企業等ｸﾞﾙｰﾌﾟ施設等復旧整備補助事業（商工労働部 産業創出課）   １３,５００,０００ 
東日本大震災及び原発事故により甚大な被害を受けた中小企業等の事業再開に向け、中小企業等グ

ループによる一体的な復旧・復興事業に対し、経費の一部を補助する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 18 121,971,405

その他の事業 17 35,731,221

合計 35 157,702,626

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

②企業誘致の促進 

新１ ふくしま ICT 産業立地促進事業（商工労働部 企業立地課）       ３１,６００ 
ＩＣＴ産業の集積により雇用の創出を図るため、県内に新規立地するＩＣＴ企業に対し事務所賃料

等を補助するとともに、時代のニーズに対応した高度なＩＴ技術者を養成するため、学生を対象とし
た人材育成の取組に対し支援する。 

③新たな時代をリードする新産業の創出 

新１ ふくしまから はじめよう。震災対応技術実用化支援事業（商工労働部 産業創出課） ７１１,５８２ 
原子力災害被災地の企業等による災害対応のロボットの技術開発への支援など、新たな産業の創出

に資する震災対応技術の実用化を支援する。 

新 12 成長産業等人材育成事業（商工労働部 産業人材育成課）        １０,４０３ 
本県産業の復興に向けて、ふくしまの将来を支える成長産業である再生可能エネルギー及び医療機

器産業を担う人材をテクノアカデミーにおいて育成する。 

新 13 ふくしまから はじめよう。首都圏情報発信拠点事業（観光交流局 県産品振興戦略課） １０３,７８５  
新たに整備する「首都圏情報発信拠点」の円滑な管理運営を行うとともに、効果的な情報発信のた

め、オープニングイベントやその他催事等を実施する。 

④区域見直しに伴う対応 

新１ 原発被災地復旧企業等支援事業（商工労働部 産業創出課）       ２０,０００  
グループ補助金を活用し、避難解除等区域に帰還して事業再開したグループに対し、グループ化に

よって築いた新たな取引関係やネットワークを活かして取り組む顧客回復・受注機会の増につながる
共同事業を行う際に必要な経費の一部について補助を行う。 

２  （ふくしま産業復興企業立地支援事業）ふくしま産業復興企業立地補助金 

（商工労働部 企業立地課）                  ６３,３４５,１００ 
企業の生産拡大及び雇用創出を図るため、県内で新増設を行う企業に対し、初期投資費用の一部を

補助する。 

新(再掲) 復興まちづくり加速支援事業（商工労働部 商業まちづくり課）    ６６,１６１ 
復興まちづくりを加速させるため、避難解除等区域における商業機能の確保等を支援するととも

に、その他の被災地域における地域商業の復興・再生に向けた取組に対し支援する。 

新 11 復興まちづくり加速支援事業（商工労働部 商業まちづくり課）     ６６,１６１ 
復興まちづくりを加速させるため、避難解除等区域における商業機能の確保等を支援するととも

に、その他の被災地域における地域商業の復興・再生に向けた取組に対し支援する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（７）再生可能エネルギー推進プロジェクト  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 7 7,162,145

その他の事業 4 76,055

合計 11 7,238,200

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

再生可能エネルギーが飛躍的に推進され、原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可

能な社会へ向けた取組を進める。 

（単位：千円） 

①再生可能エネルギーの導入拡大 

一新２ ふくしまから はじめよう。再生可能エネルギー普及拡大事業（企画調整部 エネルギー課）  ９６１,９７７  
地域主導による再生可能エネルギー事業の立ち上げ支援を拡充するとともに、引き続き住宅用太陽

光発電の設置補助事業に取り組む。また、地域の創意と主体性に基づく取組を促進するため、リーダ
ー人材や実務者を育成し、市町村やＮＰＯ等の率先的取組を支援する。 

②研究開発拠点の整備 

新１ ふくしまから はじめよう。産総研福島拠点連携技術開発推進事業（商工労働部 産業創出課） ８６,８８１ 
平成 26 年 4 月に開所する産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所と連携した技術開発

支援や人材育成事業を通じて、県内企業の技術高度化等を推進する。 

③再生可能エネルギー関連産業の誘致、県内企業の参入・取引支援 

新１ ふくしまから はじめよう。再生可能エネルギー技術実用化事業（商工労働部 産業創出課） ２０,３６５ 
新たに開発した実用化の見込みのある再生可能エネルギーに関連する製品・技術などを実際の場面

で使用し、実用化に向けての問題を検証する県内企業等を支援するとともに、再生可能エネルギーに
関する製品に対する県民の理解を深める。 

新１ ふくしまから はじめよう。再エネ発電モデル事業（企画調整部 エネルギー課）                ２１８,８００ 
地元企業などの太陽光発電への新規参入を促す事業や人材育成と連携する事業に対し、事業費の一

部を補助することにより、地域主導による事業の立ち上げを促進する。 

３  再生可能エネルギー導入等による防災拠点支援事業（生活環境部 環境共生課）５,０２３,５８２  
「福島県地球温暖化対策等推進基金」を活用し、災害時に防災拠点となる公共施設、民間施設への

再生可能エネルギー等の導入支援を行う。 

２  ふくしまから はじめよう。再生可能エネルギー次世代技術開発事業（商工労働部 産業創出課）８０４,８９４  
県内企業等の技術の高度化を図るため、藻類バイオマスの生産など次世代の技術に関する研究開発等を推進する。 

３  ふくしまから はじめよう。成長分野産業グローバル展開事業 

（商工労働部 医療関連産業集積推進室､産業創出課）          ４５,６４６  
「医療福祉機器」や「再生可能エネルギー」の成長産業について、県内企業等の技術や製品を海外に情報発

信し、販路拡大を支援するとともに、海外の先進事例を活用しながら、関連産業の振興を図る。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（８）医療関連産業集積プロジェクト 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 5 17,422,607

その他の事業 0 0

合計 5 17,422,607

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

最先端の放射線医学の研究や診断・治療技術の高度化などと関連した形で、医療関連産業の

更なる集積を図るよう取組を進める。 

（単位：千円） 

①医療福祉機器産業の集積 

新１ 医療機器工場生産体制強化等事業（保健福祉部 薬務課）         １,００４  
安全性が高く優れた医療機器の改良改善及び生産増大を促すため、製品の品質を確保する薬事法及

び医療ニーズの視点から、医療機器製造業許可を取得した県内企業に対する人材育成セミナーや病院
等の医療機器安全管理責任者に対するセミナーを開催する。 

②創薬拠点の整備 

１  福島医薬品関連産業支援拠点化事業（商工労働部 医療関連産業集積推進室） ３,８１５,７６１ 
創薬産業の振興を図るため、県立医科大学に創薬分野の研究拠点を整備するとともに、新規薬剤の

研究開発等を支援する。 

新２ ふくしまから はじめよう。医療福祉機器実証・事業化支援事業 

（商工労働部 医療関連産業集積推進室）                 １,８７０,８６０  
ファンド採択企業を中心に、開発品の実用化が視野に入っている県内立地・増設予定医療福祉機器

新規開発事業者に対し、効果的に事業化へ向けた支援を行うため、新たに開発した機器の実証・事業
化施設整備に関する経費の一部を補助する。 

３  医療機器開発・安全性評価拠点整備事業（商工労働部 医療関連産業集積推進室） １１,６８９,３３６ 
本県を医療関連産業の一大集積地とするため、医療機器の安全性評価等を実施する（仮称）福島県

医療機器開発・安全性評価センターを整備するとともに、医療福祉機器の開発・実証、手術支援ロボ
ット等の先端医療機器の製品開発等を支援する。 

(再掲) ふくしまから はじめよう。成長分野産業グローバル展開事業 

（商工労働部 医療関連産業集積推進室､産業創出課）          ４５,６４６ 
「医療福祉機器」や「再生可能エネルギー」の成長産業について、県内企業等の技術や製品を海外

に情報発信し、販路拡大を支援するとともに、海外の先進事例を活用しながら、関連産業の振興を図
る。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（９）ふくしま・きずなづくりプロジェクト  

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県内外に避難している県民の心がふくしまとつながり、避難されている方々がふるさとに帰還す
ることができるよう、地域コミュニティのきずなが再生・発展するとともに、震災を契機とした新たなき
ずなが構築されるよう取組を進める。 

（単位：千円） 

①福島県内におけるきずなづくり 

１  地域づくり総合支援事業（企画調整部 地域振興課、文化スポーツ局 文化振興課） ５０６,１９６ 
民間団体等が行う地域コミュニティの再生、観光振興・誘客などの復興関連の取組や、過疎・中

山間地域の集落等が行う地域資源を生かした活性化の取組等を支援する。また、ＮＰＯ等が実施す

る震災からの復興や被災者支援に効果があり、かつ当該組織の人材育成やネットワーク形成に資す

る取組を支援する。 

②県外避難者やふくしまを応援している人とのきずなづくり 

新１ サッカーを通じたふるさと再生事業（企画調整部 地域政策課）      ２,０７９ 
本県の子ども達とＪＦＡアカデミー福島の生徒・コーチによるサッカーを通じた交流事業を実施す

ることで、子ども達の夢と希望を育むとともに、本県がアカデミーとともにふるさと再生に向けて歩

みを進めていることを県内外に情報発信する。 

一新２ 復興へ向けた多様な主体との協働推進事業（文化スポーツ局 文化振興課）    ２９,９０８  
行政、企業、ＮＰＯ法人等の多様な主体が地域の課題についての認識を共有し、協働して課題解決

に取り組むための協議の場を設置する。また、地域の課題の解決に向けて活動するＮＰＯ法人等の自

立的活動を支援するため活動基盤の整備及び協働推進体制の強化を図る。 

３  ふくしまから はじめよう。「地域のたから」伝統芸能承継事業（文化スポーツ局 文化振興課） １０,２８７  
避難地域の住民や県内の子どもが演じ手になっている伝統芸能団体に、公演の機会や担い手である

子ども同士が交流する機会を提供し、承継が危ぶまれる伝統芸能の担い手の意欲を高め、伝統芸能の

承継発展を図る。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ふくしまにおける復興へ向けた取組や情報の発信 

一新１ ふくしまから はじめよう。戦略的情報発信事業（知事直轄 広報課）     ４０４,８３５  
情報発信を統一するため、広報課の総合調整機能を強化し、「復興の更なる加速化」の動きを「伝わる」

発信に改善していく。また、ふくしまから はじめよう。の理念の下、本県に想いを寄せる方同士を結び

つけるなど、民間企業等と新しい取り組みを始め、ふくしまならではの情報発信を行う。 

新２ ふくしま原子力事故影響払拭プロジェクト（観光交流局 観光交流課）  ３９,１７６ 
風評払拭、震災復興のため、首都圏において大規模イベントを開催しオール福島の取組を発信する

とともに、被災地支援、企業研修など新たな交流を生み出すマッチングに取り組む。 

(再掲) ふるさとふくしま帰還支援事業（生活環境部 避難者支援課､原子力安全対策課） ４７１,８９９ 
東日本大震災により県外に避難した県民に対して、本県に帰還するまでの間、避難先での生活安定化を図り、

最終的に本県への帰還につなげるため、各種情報提供や支援団体への補助等を実施する。 

また、リアルタイムでふるさとの状況を確認できるウェブカメラの維持管理費を市町村に対して補助する。

新３ ふくしまから はじめよう。女性元気発信イベント事業（企画調整部 地域政策課） ３４,５８７  
国内最大級のファッションイベントである「東京ガールズコレクション」を本県に誘致し、本県の

情報を全国に積極的に発信することで、東日本大震災からの復興に向けた起爆剤とする。 

一新４ 地域密着型プロスポーツ創造事業（企画調整部 地域政策課）      １２,１４３ 
Ｊ３のプロサッカークラブとなった福島ユナイテッドＦＣの応援を通して、県民生活に元気と活力

を与えられる環境を整備するとともに、本県の風評払拭や観光誘客を図るため、県外での試合で本県

の情報を広く発信する。 

２  ふくしま復興促進連携事業（企画調整部 企画調整課）         ３３,４３８  
東日本大震災の犠牲者を悼むとともに復興に向けて県民の心をひとつにする行事の開催や、他県・他団体と

連携した情報発信・ＰＲ活動などにより、震災の風化を防止するとともに、風評の払拭につなげていく。 

新５ 災害学習列車・交流促進事業（生活環境部 生活交通課）        １１,８０３ 
風評の払拭及び観光を核とした被災地の復興を図るため、県内外の子どもたちがＪＲ只見線に乗車し

地域の被災状況や復興に向けて取り組む姿を学ぶための各種事業を行う。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ふるさとへ戻らない人とのきずなの維持 

(再掲) ふるさとの絆電子回覧板事業（知事直轄 広報課）            ５９,７０４ 
原発避難者特例法に基づく指定市町村から県内外に避難した人たちに、通信機能の付いたデジタル

フォトフレームやタブレット端末を配布し、行政情報（市町村、県）やふるさとの情報などをリアル
タイムで配信し、避難者とふるさととの絆を維持する。 

一新６ ふくしまから はじめよう。「復興福島」世界への情報発信事業（生活環境部 国際課）  ３２,５１６ 
本県の魅力や正確な情報を継続的に発信するため、海外での働きかけ、海外県人会との連携、ＪＥ

Ｔ青年等を対象としたスタディツアーの実施など、さまざまな機会での情報発信及びその体制整備を

行う。 

一新７ ふくしまから はじめよう。森林とのきずな事業 

（農林水産部 森林計画課､森林保全課）                 ９,８６８  
震災以降の本県森林の現状に対する理解を深め、森林づくりの意識の浸透や拡大を図るため、森林

環境に関する情報発信と森林づくり活動の推進に取り組む。 

８  全国植樹祭準備事業（農林水産部 森林保全課）             ２,９７１  
復興に力強く歩み続ける県民の姿を全国へ発信するとともに、緑豊かな県土を再生し、豊かな森林を

守り育て、次の世代に引き継いでいくためのシンボル的なイベントとして全国植樹祭の開催を目指す。

新(再掲) ふくしまから 世界へ！「ふくしま夢アスリート」育成支援事業（文化スポーツ局 スポーツ課） ２４,９４９ 
将来の活躍が期待される１５歳から２０歳の青少年を「ふくしま夢アスリート」として指定し、Ｊ

ＯＣや中央競技団体等の強化練習会などへの参加支援や指導者のスキルを国際的レベルにまで引き

上げることにより、世界に通用する選手を育成する。 

新(再掲) 平成 29 年度南東北インターハイ開催事業（教育庁 健康教育課）      ４３,２２２ 
平成 29 年度に南東北 3県で開催されるインターハイに向けて、戦略的に本県選手の強化等を行う

とともに、県外から強豪校等を招聘し地元高校生との交流等を通して福島県の復興を県内外にＰＲす

る。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 
 

 

 

  

 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 17 1,729,581

その他の事業 23 3,412,005

合計 40 5,141,586

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（１０）ふくしまの観光交流プロジェクト 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふくしまの誇る観光資源に一層磨きをかけるとともに芸術・文化やスポーツ等のイベントを誘致す

ることなどにより、国内外から多くの観光客等が訪れるための取組を進める。 

（単位：千円） 

①観光復興キャンペーンの実施 

一新１ ふくしまから はじめよう。観光復興キャンペーン事業（観光交流局 観光交流課） ５６０,９１４ 
観光復興の取組を進めるため、正確な情報発信と誘客に取り組むとともに、平成 27年のふくしま

デスティネーションキャンペーン開催に向けて準備事業を展開する。 

②観光と多様な交流の推進 

新１ 日本陸上競技選手権大会開催費（文化スポーツ局 スポーツ課）    １２５,５５８  
平成 26 年 6 月 6 日～6月 8 日の日程で「とうほう・みんなのスタジアム」を会場に開催される第

98 回日本陸上競技選手権大会の運営に必要な環境整備を行うとともに、サブイベントの実施やにぎわ
い広場を設置し、本県の魅力を全国に発信する。 

新２ 太平洋・島サミット関連事業（生活環境部 国際課）          １１,２５８  
平成 27 年 5 月にいわき市で開催される第７回太平洋・島サミットの成功に資するとともに、広く

世界に対して本県の正しい情報を発信する機会とするため、広報資材の作成や関連イベントの開催を
行う。 

新３ ビジットふくしま外国人誘客復興事業（観光交流局 観光交流課）    ６１,２７５  
国際観光の再生と、海外での風評払拭を図るため、トップセールスを始めとしたプロモーションを

展開するとともに、外国人観光客の受入体制の強化事業を実施する。 

一新４ ふくしまふるさと暮らし復興推進事業（観光交流局 観光交流課）    ４３,５０４  
風評払拭、震災復興のため、本県に愛着を持つ人々に対して、福島県の情報を定期的に発信し、福

島県産品の安全性や県内の魅力を伝えていく。また、震災以降、本県に移住された方々の取組等を広
くＰＲし、定住・二地域居住につなげる。 

一新５ 海外風評対策事業（観光交流局 観光交流課）             １０９,６３８  
国際観光の再生と、海外での風評払拭を図るため、主要市場におけるプロモーションを展開すると

ともに、「福島特例通訳案内士」の育成・活用事業を実施する。 

６  福島県教育旅行再生事業（観光交流局 観光交流課）          ７３,４５１  
風評で大幅に減少した教育旅行の再生を図るため、学校関係者への福島についての理解促進と福島

ならではの教育旅行プランを造成し、ＰＲを行う。 

31



H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本資料に掲載した事業 10 1,070,227

その他の事業 11 326,721

合計 21 1,396,948

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

新７ B-1 グランプリ開催支援事業（観光交流局 県産品振興戦略課）       ２,０００ 
平成 26 年秋に郡山市で開催される「第９回Ｂ-１グランプリ」の実行委員会に参加し、全国の方々

に本県の観光や産品の魅力、食の安全性などを伝えることにより、早期の風評払拭や、本県のイメー
ジアップを図る。 

新８ 小名浜の新たな魅力創造事業（土木部 まちづくり推進課）        １３,０００  
新しいまちづくりに向けて、小名浜港と周辺施設等との連携のあり方を検討するため、既存市街地

と新たなまちを回遊させる社会実験やシンポジウム等を行う。 

９   指定文化財保存活用事業（災害復旧事業）（教育庁 文化財課）      ６９,６２９  
東日本大震災により被災した国・県指定文化財の修復に要する経費を補助する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（１１）津波被災地等復興まちづくりプロジェクト 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

津波により甚大な被害を受けた沿岸地域等において、「減災」という視点からソフト・ハードが一体

となり、防災機能を強化する取組を進める。 

（単位：千円） 

①「多重防御」による総合的な防災力が向上したまちづくり 

１  治山事業（海岸防災林造成事業）（農林水産部 森林保全課）     ３,１３１,２００ 
津波により大きな被害を受けた海岸防災林について、十分な林帯幅の確保や盛土及び植栽をするこ

となどにより、津波防災機能を強化した復旧・整備を図る。 

２  海岸災害復旧事業（農林水産部 農業基盤整備課）         ４,８４４,０９０  
被災した海岸保全施設について、災害復旧を実施する。 

３  復興基盤総合整備事業（農林水産部 農業基盤整備課）      １２,２１６,２７２ 
大規模経営など効率的営農を図るため、被災農地について未被災農地と併せて大区画のほ場整備を

行う。 

４  道路整備事業（土木部 道路整備課）              １０,３８２,９４６ 
災害に強く安全で安心なまちづくりを支えるため、海岸堤防や防災緑地などと合わせ、二線堤の機

能も備えた道路を整備する。 

５  公共災害復旧費（土木部 河川整備課）             ３５,２６７,３８１  
東日本大震災により被災を受けた公共土木施設等の復旧を行う。 

６  河川改修事業（土木部 河川整備課）               ５,００９,１００  
東日本大震災により被災した河口部の河川堤防の嵩上げを実施し、浸水被害の軽減を図る。 

７  海岸整備事業（土木部 河川整備課）               １,６２４,７００  
東日本大震災を教訓に津波に強い地域づくりを推進するため、海岸堤防の無堤区間の解消を図る。

８  防災緑地整備事業（土木部  まちづくり推進課）          ９,４２７,４００  
東日本大震災を教訓に津波に強い地域づくりを推進するため、津波被害を軽減する機能を有する防

災緑地を整備する。 
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 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 12 82,614,735

その他の事業 7 6,176,440

合計 19 88,791,175

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

②地域防災計画等の見直し、防災意識の高い人づくり・地域づくり 

１  福島県防災対策強化事業（生活環境部 災害対策課）          ５３,３６１  
地域防災計画の初動対応に係る見直しを具体化するため、情報連絡体制の充実、地域防災力の要と

なる防災士の育成、被災者支援のための物資の備蓄などを実施する。 

③地域とともに取り組む土地利用の再編や復興のまちづくり計画策定及び実施 

新(再掲) 小名浜の新たな魅力創造事業（土木部 まちづくり推進課）      １３,０００  
新しいまちづくりに向けて、小名浜港と周辺施設等との連携のあり方を検討するため、既存市街地

と新たなまちを回遊させる社会実験やシンポジウム等を行う。 

一新２ 震災対策農業水利施設整備事業（農林水産部 農地管理課）      ６４２,４２５  
農業水利施設の地震時の安定を確保するため、ため池の点検、耐震性の検証、ハザードマップの作

成等を行う。 

３  地域における防災力向上支援事業（教育庁 社会教育課）         ２,８６０  
今後の災害に備え、地域の防災拠点である公民館等社会教育施設において、地域防災力を向上させ

るため、市町村の社会教育関係者等を支援するプログラムを実施する。 
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H26当初 主要事業：重点事業（重点プロジェクト推進のための事業） 

２（１２）県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

縦・横６本の連携軸、福島空港、小名浜・相馬港の機能や情報通信基盤を強化する取組を進める。 

（単位：千円） 

①災害に強く信頼性の高い本県の復興を推進する道路ネットワークの構築 

１  国道 115 号相馬福島道路事業の負担金（土木部 高速道路室）    ５,５８０,０００ 
被災地の早期の復旧・復興を図るため、国道 115 号相馬福島道路の整備を促進する。 

②本県の物流、観光の復興を支える基盤の整備 

新１ 福島空港復興再生推進事業（観光交流局 空港交流課）         ７１,７８２  
福島空港を復興させ、本県空の玄関口としての再生を図るため、国際定期路線の再開に資する支

援・交流、空港のイメージアップ、防災拠点化等に係る事業を実施する。 

２  道路整備事業（土木部 道路管理課､道路整備課､まちづくり推進課）１９,８６０,７００ 
東日本大震災等を踏まえ、災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、浜通りと中通りを結

ぶ道路や津波被災地のまちづくり等を支援する道路の整備を推進する。 

また、落石対策等を進め、防災機能の強化を図る。 

３  緊急現道対策事業（土木部  道路管理課）               ３２０,０００  
原発事故に起因する迂回交通による急激な交通量の増加等が生じている路線において、緊急的な現

道対策を実施する。 

２  小名浜港東港地区国際物流ターミナル整備事業（土木部 港湾課）  ４,４７５,３５０ 
国際バルク戦略港湾に選定された小名浜港の取扱量の増大、船舶の大型化等に対応するため、国と

共同で防波堤・岸壁・泊地・橋梁等の整備やふ頭の埋立造成を行う。 

３  相馬港３号ふ頭地区国際物流ターミナル整備事業（土木部 港湾課）  ９３７,４５０  
相馬港の取扱貨物量の増大、船舶の大型化に対応するため、国と共同で防波堤・岸壁・泊地・道路

等の整備やふ頭の埋立造成を行う。 

４  公共災害復旧費（港湾）（土木部 港湾課）             ５,８１３,０００  
東日本大震災により被災した港湾施設等の復旧を行う。 
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 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 9 37,741,267

その他の事業 5 3,475,564

合計 14 41,216,831

※事業数及び事業費とも再掲事業を含む 

③ＪＲ常磐線・只見線の早期復旧 

１  只見線復旧復興事業（生活環境部 生活交通課）           ６７１,１８２  
平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨災害及び東日本大震災からのＪＲ只見線の早期全線復旧に向け、復

旧事業及び利活用促進事業を支援するための只見線復旧復興基金への積立を行うとともに、利活用促
進のためのイベント等を実施する。 

新(再掲) 災害学習列車・交流促進事業（生活環境部 生活交通課）       １１,８０３  
風評の払拭及び観光を核とした被災地の復興を図るため、県内外の子どもたちがＪＲ只見線に乗車し

地域の被災状況や復興に向けて取り組む姿を学ぶための各種事業を行う。 
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